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Abstract: As an attempt to instantaneously pinpoint the areas where extensive damage is expected, we 

estimated distribution of Seismic Intensity and Building Damage due to 2010 Haiti Earthquake based 

on our proposed method. In comparison with building damage based on Building Damage Assessment 

by UNITAR, UNOSAT et al. , the results of distribution of building damage fairly correlated. 
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1. はじめに 

近年、世界中で毎年のように地震、水害など自然

災害が数多く発生し、2001 年までの統計をみると

約25年の間に、少なくても41億人が被災している。

そのうち約 130 万人の尊い命が地震などの自然災

害により失われているが、最近では 2008 年発生し

た中国の四川大地震や 2009 年発生したスマトラ島

沖地震などは記憶に新しい。これらのような大地震

が開発途上国で発生すると、これまで積み上げてき

た経済発展が阻害されると同時に、十分な災害対策

がなされていないため、自国の力だけでは十分な緊

急活動が行えないのが現状であり、日本を始めとす

る防災先進国からの緊急救助活動や防災応急技術

を含めた国際援助は喫緊の課題である。 

2010 年 1 月 12 日発生したハイチ大地震は、死者

数が 20 万人をこえる程の大規模な大災害となった。

このような大規模地震が発生した場合、人命救助活

動を行うために、日本から国際消防救助隊が発見さ

れるが、より効率的に活動を行うためには、まず、

被害がどの地域に集中しているかなどについて、で

きるだけ早期に把握をし、次に救助隊のような限ら

れた防災資源をどこに投入するについて、迅速な判

断が必要になってくる。 

そこで、甚大な被災地域をいち早く把握する一つ

の試みとして、衛星データから得られる DEM

（Digital Elevation Model)及び人口データを用い

て、2010 年 1 月 12 日に発生したハイチ地震の震度

分布および建物被害分布を推定し、地震後公開され
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た高分解能の衛星データなどに基づく建物被害分

布と比較検討を行った。その結果、おおむね対応し

ていることを確認したので報告する。 

 

2. ハイチ地震の分析概略 

2.1 SRTM-3 を用いた地形分類及び地盤による最大

速度に対する増幅度の推定 

筆者らが提案した DEM を用いる地形分類手法に

基づき、SRTM-3 を用いてハイチの地形分類を行っ

た。現地調査などは不可能だったため、ハイチ地形

の反映させず、最終的には山地、台地、自然堤防、

谷底平野、後背低地を含む低地の５つにまとめた

（Fig.1 参照）。ハイチの地形は殆どが山地で、首都

ポルトーフランスの北側には低地が広がっている

ことがよく分かる。 

また、得られた地形分類結果から地盤による最大

速度の増幅度を推定した。松岡・翠川（1995）によ

ると地盤による最大速度（PGV）の増幅度 AVR は、

次式（１）、（２）により、求めることが可能である。 

 

16.0log66.083.1log 30  AVSAVR      (1) 

100  AVS30 1500 

 HbaAVS loglog 30            (2) 

30AVS は、深さ 30m までの地盤の平均 S 波速度、

H は標高、a とb は、地形区分ごとの係数であり、

ここではハイチにおける地形区分ごとの地盤増幅

パラメータが存在しないため、翠川・松岡によるパ

ラメータを改良したものを用いた。 

図１ ハイチにおける地形分類 



2.2 最大速度の震度分布及び建物被害分布の推定 

地震動分布を評価するため、USGS の震源情報を

採用し、距離減衰式には、司・翠川（1995）による

断層面からの最短距離を用いた最大速度の式を用

いた（式 3）。また、地表での地震動の強さを表す

最大速度を求める式（4）を、地表面の最大速度か

ら震度(MMI)への変換にはは、USGS の ShakeMap が

採用している Wald et al. (1999) の式（5）を用

いた。 
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bPGV ：最大速度（cm/s） 

 Mw ：モーメントマグニチュード 

 D ：震源の深さ（km） 

 X ：震源までの距離（km） 

AVRPGVPGV bs                          (4) 

98.035.2log47.3  smm PGVI           (5) 

 mmI ：改正メルカリ震度 

 sPGV ：地表面最大速度 

 

 今回のハイチ地震のような大地震が発生したと

き、救助隊のような限られた資源を迅速かつ効率的

に投入していくためには、震度分布に加えて、建物

などの被害分布を早期に把握する必要がある。 

 そこで、ハイチ地震による建物被害分布を計算す

るためにアメリカ Ork Ridge National Laboratory が

公 表 し て い る 世 界 人 口 統 計 デ ー タ で あ る

図 2 ハイチ地震における推定震度分布 図 3 ハイチ地震における推定建物被害分布 

図 4 Geoeye を用いて判読した建物被害 図 5 推定建物被害と実被害の重ね合わせ 
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LANDSCAN（2006）を加工し、建物データとして

用いた。 ただし、ハイチの建物事情や被害関数な

どが把握されていないため、ここでは、日本の内閣

府などが用いている被害率を代用し、建物被害分布

を推定することにした。 

 図 2、図 3にハイチ地震における推定震度分布及

び推定建物被害分布を示す。 

 また、地震発生 1日後、撮影、公開された衛星写

真（解像度 50cm、GeoEye 社）を用いて国際機関の

研究者らが判読した建物被害データ（図 4 の黒い

点）と我々の推定震度分布と重ね合わせてみると、 

実際の被害と良く対応していることが分かる。  

 一方、激しい揺れが予測され、衛星写真からも被

害は確認できるにもかかわらず、あまりニュースな

どではその被害情報が伝わってこない地域（たとえ

ば、モール地域（図 5 の A)やジャクメル地域（図 6

の B)など）が存在していることが分かる。 

 なお、表 1は国際組織が衛星写真や航空写真を利

用し、目視で判断した建物被害量であり、本研究の

被害量を比較した結果、約 10 万棟の差がみられた。 

 

4. おわりに 

 甚大な被災地域をいち早く把握する一つの試み

として、アメリカ、NASA の SRTM-3 とアメリカ

Ork Ridge National Laboratory の LandScan を用いて、

2010 年 1 月 12 日に発生したハイチ地震の震度分布

及び建物被害分布を推定し、地震発生 1 日後、撮影、

公開された衛星写真（解像度 50cm、GeoEye 社）を

用いて国際機関の研究者らが判読した建物被害デ

ータ実被害データと比較した結果、おおむね調和的

あることが確認された。今後は、地域により地形環

境が違うことから、より多くの国・地域におけるケ

ーススタディーを通じ、本研究で提案した手法の有

用性を確かめていく予定である。 
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表 1 推定した建物被害量の比較 

本研究による

Negligible to slight damage（小被害） 188,238

Moderate damage（小被害） 18,397
Substantial to heavy damage（中被害） 33,549

Very heavy damage（大被害） 34,500
Destruction（倒壊） 24,568

Total 299,252 191,418

UNITAR, UNOSATなどによる被害分析
（European Macroseismic Scale 1998)

191,418


